
〔問〕

昭和 45年度(問題〉

次の 6聞のうち， 1， 2， 3 (アまたはイのいずれか1聞を選択)または4，5， 6のいずれ

か3問を選んで答えよ。

1. 最近K長ける大型保障保険の流行Kついて論ぜん

2. 生命保険の新契約の募集K際して，予想配当表を使用するととの可否Kついて意見を述べよo

3. eア〉生命保険会社K対する法人税課税のあb方Kついて意見を述べよ。

付)農協共済の5段階組織Kよる責任保有Kついて論ぜよ。

4. 適格財産形成信託(勤労者財産形成信託)vcついて信託協会は税制要望をしているが，そ

の概要を説明し?その信託経営上の意義Kっき検討せよ。

5. 調整年金の還元融資K関連する諸問題点Kっき論述せよ。

6. 今回改訂された調整年金の信託報酬左らびK保険事務費の体系Kついて，その概略を説明せよ。
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昭和 45年度(解答例〉

(1 )流行の原因

付)交通事故K関する裁判の結果等を通じ，世間が，生命の価値K次第忙エスカレートした感

じを持ち始め，万ーの場合の保障K大き左関心を抱〈ょうK在った。

(ロ) しかし，保険料の支出Kは多くをさけ左い矛盾がある。

付 とのよう左情勢K応ずるため，生保会社の用意すべき保険は当然、K個人定期保険であるべ

きであるが，金融機関としての将来及び外務員K苅する支給面を勘案すると，個人定期保険

を採用するととは困難であ9，ことで養老保険を基本として，死亡保険金の大巾左割増を付

加する，いわゆる大型保障保険の発売と在ったのである。

付従って，大型保障保険は，顧客と生保会社両者の立場の妥協的産物というととができょう。

約以上のよう左経緯Kよって誕生したものであるだけVL，瞬〈間K大き左流行をみるととK

在ったのである。

(2) 経営への影響

付) との保険は，当然のとと左がら，一件当りの保険金額(死亡保険金額で計られる)の急上

昇，対千保険料の急低下，蓄積保険料が養老保険並のための対千Vの著しい低下(及び契約

初期KなけるマイナスVの増加)等の現象を招来した。

和) との結果，契約高の進展は誠K目覚ましいKも拘らず，その割Kは，資産の延びが捗々しく

左いという事態K左った。一方，顧客K対しては，大き左保障を与えるととKよって追加加

入の意欲を失わせ，今後の新契約の進展Kも悪影響のあるととが憂慮されるK至った。

もしとのま注進めば，資産の延びの鈍化は更K激しく左 9，ひいては，金融機関としての

生保会社の地位を低下させ，叉生保事業そのものの存在も怪しく左る。

付 しかし一方Kないて，との保険は大体が有診査であるためVL，作成の余地を狭め，従って

継続率の良化を斎すととが期待できるし，更K個人定期保険を提げて乗込んで来ると噂され

る外国会社K対して，有力左武器を提供したととK左る等の利点が考えられる。

侶)対策

付)上述の通れ利害得失があるが，との保険の販売Kよる資産増率の低下を防ぐためKは，

先ず，外務員の自己成績評価にないて，死亡保険金額K舷惑されぬような方法を考え，その

契約成績を更K向上させる工夫が大切である。
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そのためKは，外野支給制度上，各社夫々養老換算S左どの採用を工夫しているが，仲々

それだけでは難しいようである。教育の徹底と，増員K努め左ければ左ら左いが，労働事情

が極度K逼迫している現在，増員は思うK任せ左い。

。コ) そとで考えられるのは，資金蓄積K重点を置〈商品の開発である。

即ち，貯蓄性商品の開発であるが，とれKよって，資金蓄積効率を高めると共VC，叉大型保

障保険の及ばぬ点を補うものとして，追加加入の意欲を喚起させるK役立たせようとするわ

けである。

しかし，現在クリーピング・インフレーションの真只中Kある我国K為、いては，旧来の長

期的貯蓄は一般K魅力を失いつ Lあるから，貯蓄性商品の開発といっても，極〈短期のもの

とするか，或は長期のものである左らば，インフレK抵抗力のあるものとするかのいずれか

で左ければ左ら左いであろう。

極〈短期のものKついては既K先発会社があ9.その営業権を大蔵省が保護しているかの

感があるため，後発会社は乗出しKくいとと，叉との保険は特殊の販売技術を要するので，

既存の外務員をそのま Lで使用しVC(いこと，更Kは短期であるためVC.資金の回転が早い

こと左どの失点があ9，必ずしも万全では左い。

本命は，長期のインフレ対抗商品，即ち変額年金或は変額保険であろうが，理論上は簡単

であっても，実際上は種々の障害，困難があるよ…うである。

約 叉大型保障保険の流行Kよる外務員の現在及び将来の相対的収入滅或は収入不安値加契

約の減少)を補うため，投資信託を併売させて外務員の確保K努めるという方法が，主とし

てアメリカあたbで行われているようであるが，その効果Kついては.賛否両論があ9，評

価は定まってい左いよ 5である。我国Kないても，変額年金，変額保険と並んで，いずれは詳

しい研究が左され，実現K向って努力されるであろう。

(4) 結論

家電会社が，常K次K売出すべき本命商品を工夫じているようVC，との大型保障保険と同

時VC，或はその流行が一段落したあとK売出すべき本命商品Kついては，会社の総力をあげ

て，更Kは全社の総力をあげて，研究K打込む必要があると主を痛感する。

2 予想、配当表の使用が認められると新種保険の開発の際Kも，契約の募集の際Kもいろいろと

刺点が生ずる。そのうち主左ものは次の二点で‘あろう C
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第一の刺点は，契約の募集K際し，見込み客がその契約のななよその正味保険料をあらかじ

め知ることが出来るということであるO いうまでも左<，正味の保険料は表定の保険料K比し

て著しく安いのが普通であるから，予想配当表の使用が許される場合と許され左い場合とでは，

販売上の効果が著しく違って〈る。

第二の利点は，予想配当表の活用Kよ.!?，そうで左い場合K比し，はるかK変化K富んだ，

幅広い新種保険の開発が可能K左るというととである。

とれKよ.!?，各社はそれぞれK創意工夫をこらし，会社の特色をその販売商品K盛b込むとと

ができるよう K左る。

生命保険契約の内容を見込み客K説明する際K予想配当表を使用することKよって生ずる刺

点は以上のほかKもいろいろあろう O ただ，それだからと言って.予想配当表の使用が，野放

しで認められる左らば，諸弊害もそれK伴って生まれ，例えば，配当率の誇大表示や，紛わし

い説明，不穏当左他社比較が行われるよう K左.!?，との種の弊害が過当競争Kょbエスカレー

トしつつ，行きつくととろ，結局は契約者の不満を買い，長い目で見て生保事業の信用を著し

く傷けるととK左bかね在いと思われる。

したがって，弊害をよ b重視する在らば，むしろ断乎として，予想配当表の使用を禁止する

Kしかずとも言えるが，さきの刺点がイ可としても捨てがたいので，監督当局の厳重左コントロ

ーノレと監視とが必要であるという条件の下で，あえて使用を可とする方の見解を採bたい。ま

た，そうし左ければ，それとそ権威の左い闇魔表の横行は避けられ左いと思う。

以上

3 0') 税制の正しいあb方は，本来その時代の財政需要を充足するとともVL，国民経済の健全

左発展Kとって望ましい経済財政政策の志向する方向K沿って，展開されるもので左けれ

ば左ら左い。

その見地から生保法人税の問題を考えると，生保業界としても国家の公的サービス享受

の度合K応じて業界全体として適正左間見負担をする事が必要左のは当然であるう。ただ

その負担額はあくまで適正で左ければ左ら左い。生命保険事業の特殊性幹よび生命保険事

業と国民経済との関連性を考えると，その負担税額は実質的K国民大衆へ転嫁され，大衆

課税の増大をもたらすととK在るからであるO 従って少くとも課税負担の著増Kよって保

険原価の引下げを妨げるよう左ものであっては左ら左い。
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適正左負担とは如何在るものか規準の設定は難しいが，銀行，損保等隣接諾業界とのノミ

ランスを勘案するととも一つの方法であろう。

ことで現在までの生保業界の法人税納付の実態を振返ってみると，責任準備金が純保険

料式積立K到達するまでは損金性を認められるとと，配当準備金繰入額がやはb一定限度

まで損金性を認められるとと等K基づいて現実K納付した税額は業界の規模からみて小額

K過ぎたととも否定でき左い。

また現行方式の一つの失点として 86条準備金繰入額の損金不算入があげられるO その

ため繰入額の大小Kよって課税所得K極端左大小が発生し，とのととが逆K要繰入額の責

任準備金への流用を促して課税所得を減少せしめる方策とされた節もあった。

しかし左がら今後各社が純保険料式積立を完了すると様相は一変し，契約者配当の増配

Kよって損金額を増やさ左い限bは課税所得は年々加速度的K増加するO 一方増配の問題

は業界の競争条件を如何K整備するかという行政の問題であb現在の所，生保会社の単独

的意志決定の範囲外Kあるため，純保険料式到達会社Kとっては契約者への充分左還元を

行左うとともできず，課税負担のみ著増するという矛盾を甘受させられる ζとK左るO

以上のよう左現行課税方式の欠陥を改めるためKは，その結果からみて①純保険料式の

達成，未達K関係、左〈始めK述べたようK適正左税額が得られるとと，す左わち純保険料式

を境として前後vc:t.，いて連続的左結果が得られる乙と。②臨時益Kよってストレート K課

税所得が影響され左いこと等が条件と左るO

そのよう左条件を充すKは，根本的Kは現行の総合課税方式の弥縫的修正を放棄して利

差益課税方式その他種々の外形標準方式を検討して，生保独自の恒久的課税方式を採用す

べきであろう。

しかし左がら現行総合課税方式が早急、K変更し得左いものである左らば現行方式の修正

として，次のよう左諸方策の検討が緊要であるo す左わち

(1) 責任準備金の損金算入限度の拡大

(2) 危険準備金の，81.酔無税積立

(3) 8 6条準備金の無税繰入限度の設定

(4) 受取配当の益金不算入制度の復活

等である。
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3 計)農協共済事業は，それが農協系統組織事業の一環として実施されていることから，系統

組織全体として，即ち単協(元受共済).県共連(再共済)なよび全共連(再再共済)と

いう 5段階組織Kよって，共済責任を全うするものであるが，農協共済事業の性格からみた，

各段階の置かれている地域的立地条件左らびK共済の技術論K立脚し，農協共済としての

保障機能と金融的機能を果すための共済金支払義務左9.責任保有分担左bをはか9.も

って農協共済事業の健全左発展と合理的，効率的左事業運営をはから左ければ左ら左い。

4 

従って

(1 )単協K沿いては，共済契約の締結，共済掛金収納事務長よびζれの維持管理左らびK

共済事故K伴う共済金の支払事務等を行左う元受共済責任を負うが，危険分散の面から

自ずと共済金給付義務を背負うことが困難左ため，その共済責任の全部を県共連へ再共

済する。つま 9，単協は責任保有をし左い。

(2) 県共連Kないては，再共済された共済金支払義務のうち積立共済金額K相当する再共

済責任を負う。即ち，共済掛金のうち積立部分を保有することKより，契約者左らびに

地域社会K対し，生活の向上なよび福刺厚生を目的として，低利Kよる契約者への環元

貸付，公共団体等への融資を行左う。一方，共済金支払義務のうち，危険共済金額K相

当する再共済責任(危険部分)VCついては，とれを全共連へ再再共済する。(火災共済，

自動車共済等の短期共済の一部Kついては県共連が危険責任を保有する場合があるが，

とれはそのリスクの特殊性左 9，沿革的左ものKよる。)

侶) 全共連K長いては，危険論からみて危険責任を保有するが，しかしある特異左るリス

ク(例えば，自然災害左どKよる超過損害)VCついては，外国出再を行左う o

左沿，農村長よび系統農協をと bまく諸条件の変貌K対応、した共済事業の健全かつ合

理的事業運営という観点から今後の責任保有のあb方Kついての論述が付記されていれ

ば望ましい。

(1 )適格財産形成信託の概要

信託制度のすぐれた特色を生かして勤労者の財産形成K協力することKょ9，豊か左国民生活

の実現を期するとともVC，雇用の安定と生産性の向上を図9.あわせて物価の安定K資するこ

とを目的として，アメリカK沿いて年金制度とともK普及発展をみている利潤分配制度
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(Profit Sharing Plan)を範として創案された制度で， (社)信託協会よ b昭和 46年

度税制改正要望のーとして当局K提出されたものである。

適格財産形成信記案の概要は次のと:Jo">.!?であるが，税制上の取扱いとしては，事業主拠出金の

損金算入，従業員拠出金の所得控除，信託財産の運用収益の非課税等が要望された。

① 信託契約

事業主は規約(労働協約または就業規則として制定された財産形成規約)~もとづき自己を

委託者，従業員を受益者とする単独運用指定金銭信託契約を締結するc信託財産の運用方法，

収益配当の方法等契約の内容.は適格退職年金契約K準ずる。

②拠出

事業主は，単独でまたは従業員と共同して財産形成ファンドK拠出する。

事業主の拠出金は刺益の一定割合，従業員拠出金の一定割合， ζれらの併用その他合理的方

法Kよるものとする。

③ 給付

従業員への給付は，退職時を原則とするが，住宅取得，自社株保有またはとれらを目的とし

た借入金の返済K充てる場合もしくは重大左災害疾病の場合K限って在職中の給付を行左う O

位) 信託経営上の意義

勤労者の財産形成政策という国家的要請左らびK企業会よび従業員側のニードKマッチした商

品であるとと，個人の貯蓄を団体の貯蓄として止揚した近代的資金吸収形態であるとと等から，

アメリカの先例Kみられる如<，税制上の優遇措置が認められた場合Kは，年金信託と並ぶ有

力商品K成長する可能性が大であ9， とく K信託銀行Kとっては，長期金融機能と財務管理機

能を生かした，いわゆる信託らしい信託として今後の信託経営上重要左地位を占めるととが期

待される。

5 (1) 還元融資の意義

厚生年金保険の積立金は，大蔵省資金運用部K預託され運用されているが，その資金の性

格K鑑みその一部〈現在は積立金増加額の 25%) ~ついて被保険者等の福祉の増進K資

するための融資K振b向けられている。これを還元融資と呼んでいるが，厚生年金基金K

長いても同様の趣旨から，行政指導上積立金残高の25%の範囲内の積立金Kついて，原

則として年金福祉事業団の融資条件K準ずる条件で，基金の加入員の福祉の増進K資する
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ための基金の設立事業所の事業主K対する貸付金として融資するととが認められている。

とれを厚生年金基金の還元融資というが，基金制度もようやく第1回目の再計算期を迎え

た段階で，その財政的基盤も未だ薄弱であるところから，厚生省も，現在のととろは還元

融資の実施K消極的であ9，その実施の条件等K関して未だ行政指導の方針を決定するKい

たってい左い状況Kある。

位)還元融資の問題点

①基金の運用刺廻9VC及ぼす影響

還元融資の貸付利率は，一般の貸付利率VC<らべ相当低い水準と左るので，財政協力と

ともK基金の運用利廻bの低下要因と左る。

そのため，

イ)基金制度の財政的健全性K影響を与える。とく K財政協力比率が引上げられた場合，

代行型の基金Kあってはその資産の大部分が低別運用されることと左 9，基金の存立

すら危ぶまれることK左bかね左い。

ロ)基金側よ 9，かつて財政協力部分Kついて固有報酬の引下げ要求があったと同様，

還元融資部分Kついて固有報酬の引下げを要請される可能性ーがあるo 信託の立場と

しては，財投協力と異左b還元融資は一般運用Kくらべ格段K運用の手数を要するの

で採算上引下げは困難)

② 運用技術上の問題

イ)債権確保

超長期の貸付金であ 9，対象Kは零細企業(総合設立の場合)も含むため，債権確保

上問題が多い。

ロ)運用事務

1. コマーシャルベースの貸付金と貸付条件が異左るため，年金投資基金信託(貸付

金口)の使用は不可能， (他基金K迷惑を及ぼす)還元融資分の合同運用も問題が

多い。

2. 共同受託の場合の融資方式K問題が多い怯律上問題が左い方式は事務的K問題

があ 9，事務的K簡単左方式は法律的K検討を要する問題を含んでいるo ) 

⑤ その他

イ)総合設立

各事業主への配分方法，上限，下限の設定等
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ロ)連合会

連合会ファンドの融資対象，一般基金の還元融資との関係等

6 (1) 従来，信託報酬は国有の信託報酬の部分と業務委託報酬の部分が混然一体を在した体系

であったが，とれが分離され合理的左体系K改められた。

位) 固有の信託報酬Kついては，その性格上従来の残高比例方式を踏襲し，料率は財投協力

部分Kついての刺廻b低下を緩和するため，財投協力運用割合K応じ次のと:jo..lJ料率が定

められた。

財投協力運用割合 信託報鵬 l

25%以上
虫5
1"， 0 0 0 

20%以上25%未満
1 0.0 
1， 0 0 0 

15%以上20%未満
1 0.5 
1，0 0 0 

15 %未満
1 .1. 0 
1， 0 0 0 

(3) 業務委託報酬Kついては，業務委託された事務の処理K要するコストとの関連K金いて

よb合理的左年間拠出金比例の体系K改められ，かつ従来単一であった業務委主王の引受形態、

が，各基金の事務処理能力K応じられるよう多様化され，それぞれの引受形態別K次のと

な b料率が定められた。

年間拠出金の額 Iω型 I包迦 E型

5 1 7 3 5 
1億円以下の部分

tDOD 1，0 0 0 1，0 0 0 
4 1 2 2 5 

1億円超 5億円以下の部分
1，0 0 0 1， 0 0 0 1，0 0 0 
2 7 1 5 

5億円超10億円以下の部分
1， 0 0 0 1， 0 0 0 1， 0 0 0 

4 5 
1 0億円超. の部分

1， 0 0 0 1， 0 0 0 I 1， 0 0 0 

(4) 業務委託報酬が年間拠出金比例の体系K改められた結果，信託報酬を運用収益中よ b支

払うとととすると基金設立後2年程度の聞は予定利率の維持も困難と左るので，既設立基

金Kついては業務委託報酬の料率Kついて暫定措置が構じられた。ただし， 4 6年4月以
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降新設の基金Kついては暫定措置の適用が左いので，その取扱いをどうするかは今後の問

題として残されている。

(5) 保険事務費Kついては，信託と異左b固有部分と業務委託部分を区別すること左<.す

ベて年間保険料比例の体系で定められた。

年間保険料 Iω型 Iω型 E型

1億円以下の部分 2.0係 3. 2 OJO 5.0係

1億円以上 5億円以下の部分 1. 9 OJO 2. 7 OJO 4.0係

5億円らL上10億円以下の部分 1. 7 % 2.2弼 3.0領

1 0億円以上 の部分 1. 5係 1. 9係 2. 0 OJO 

(6) 信託報酬と保険事務費の比較は，単純K両者の額を比較するのでは左<.両者の運用形

態の相違を考慮K入れて行左わ左ければ左ら左い。
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